
持続可能な開発に関するハイレベル政治フォーラム
（HLPF）2018

持続可能な開発目標（SDGs）は今年で採択から3年を迎える。目標の達成に向け、各国政府の
代表が進捗や課題を話し合う場として毎年「持続可能な開発に関するハイレベル政治フォー
ラム」（以降HLPF）が開催されている。今年も7月にニューヨークの国連本部で開催された。

H O T T O IP C

　今年は「持続可能で強靭な社会に向けた変革」を全体のテー

マとし、目標6（水）、7（エネルギー）、11（都市）、12（生産

と消費）、15（陸の豊かさ）、17（パートナーシップ）について

集中的に議論が行われた。また、フォーラムには各加盟国から

SDGs達成に向けた取組を報告する自発的国家レビュ ー

(Voluntary National Reviews: 以下VNR)が提出され、46 ヵ

国が報告を行った。SDGsが国家戦略·計画に反映されたケース

や、VNRの作成過程でビジネスセクターとの話し合いが実施さ

れたケースが多く報告され、前年からの進捗が見られた。

　アジア太平洋地域での取組も着実に進んでいる。バングラデ

シュ、インド、ネパールでは、SDGsが既存の国家計画委員会

の指針に反映された。また、日本、アゼルバイジャン、トルコ

はSDGsの実施に向けた新たな枠組みを政府内に設置した。

　日本では自治体の取組は評価を受けた一方で、国連持続可能

な開発ソリューション·ネットワークの分析によるSDGsの達成

度ランキングでは、ジェンダー平等や気候変動対策、漁業資源

の管理に関する課題が指摘され、前年より順位を落とし、15位

となった。国連加盟国全体の課題としては、VNRの作成やSDGs

を推進するための国の公的な枠組みで、非政府組織の関与不足

が指摘された。

　SDGsの進捗は、国、地域、目標毎に大きな差があり、特に

後発開発途上国、内陸開発途上国、小島嶼開発途上国に対する

追加支援や資金調達チャンネルの確保が必要となる。SDGsが

理念として掲げる「誰も取り残さない」社会の実現に向けて、包

摂的なガバナンスの構築や、多様な主体の取組を調整·推進する

ための国の組織の設置と強化、地域におけるSDGsの加速化と

いった課題への取組が今後期待される。
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　今夏のHLPFで発表された46 ヵ国のVNRを加えると、VNRが開始
された2016年から通算して102 ヵ国（延べ111 ヵ国）がVNRを発表
したことになる。今回のVNRを概観すると、2030アジェンダの要素を
国家政策に盛り込んでいるという各国の報告に対して、その達成に向けた
実行段階での具体的なアプローチを問う議論が交わされたことや、アイル
ランドやスイスのようにユース世代と協力した発表が行われたことは印象
的だ。また、目標11（住み続けられるまちづくりを）がレビュー対象だ
ったこともあり、ニューヨーク市による自発的自治体レビュー（Voluntary 
Local Review：VLR）の発表や、特別イベント「地方・地域政府フォ
ーラム」の初開催など、自治体の動きも目立つ10日間だった。

報告書から見えた各国のSDGs進捗状況

問われる実行策と自治体の躍動
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　インドネシア共和国のジャワ島西部に位置するグヌ

ン·ハリムン·サラック国立公園は、首都のジャカルタ

から最も近い国立公園のひとつです。この国立公園は

ジャワ島で最も広大な山地熱帯林を有し、ヒョウ、ジ

ャワクマタカ、ワウワウテナガザルなどの希少な野生

生物が生息するなど豊かな自然が残されています。公

益社団法人日本環境教育フォーラム（JEEF）は、同

国の環境林業省や地域住民と協働し、2014年からエ

コツーリズム·プログラムの開発に取り組んでいます。

人と自然との共生を求めて

　約87,700haの面積を有するこの国立公園は、首都

から100km圏内に位置するにも関わらず、原生の自

然が残されています。一方で、公園内に10万人以上

の住民が暮らしていることから、自然環境保全や地域

住民の生活権の確保などの面において多くの課題を有

している国立公園でもあります。

　違法な森林伐採や耕作地の拡大などの問題は、国立

公園管理における行政と住民とが対立する形となり、

解決の難しい課題として常に議題に上っています。従

来の公園管理では、地域住民の強制排除が推奨されて

いましたが、2000年代以降は政策転換によって、地

域住民の参加や共同管理が求められています。公園内

の自然環境を保全しつつ、地域住民の生活も保障する

仕組みづくりのひとつとして、大きな期待がかけられ

ている活動のひとつがエコツーリズムの開発です。

開発プロジェクトの難しさ

　プロジェクト開始に先立って行われたエコツーリズ

ム開発の可能性調査では、中央省庁、公園管理事務所、

地域住民、地元政府など、関係機関のほぼ全てが賛同

の意を示しており、実際に計画なども議論され始めて

いました。しかしながら、残念なことにステークホル

ダー間の対話がないままに進められた計画は、それぞ

れの立場だけが優先された協調性を欠くものとなって

おり、採算性や実現可能性も乏しく、ともすると環境

破壊を後押ししかねない危険性を含んだものでした。

　プロジェクト開始の段階から、JEEFはその役割を

関係各機関の意見調整に焦点を定め、ステークホルダ

ー間のフォーラムの立ち上げや関連規則の調整に力を

注ぎました。国有地での開発に関して対立する法令の

精査と改善案の提言、政府補助金など重複する資金リ

ソースの適切な振り分け、住民の能力開発に関する機

会の創出などが、プロジェクトにおけるJEEFの活動

の大半を占めることになりました。

　プロジェクトに関わって感じた難しさは、各関係機

関がポジティブであるのに意見調整がなされないが故

に計画が遅々として進まないもどかしさ、多くの資金

リソースが有効活用されていない状況など、関わる皆

がひとつの目的に向かうための調整にありました。

　プロジェクト開始から4年が経ち、同国立公園で初

となるエコツーリズム事業が開始され、観光省からの

『持続可能なツーリズム賞』を受賞するまでに成長し

ています。このプロジェクトがモデルとなり、国内の

他地域に普及することが強く望まれています。
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